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ＬＰガスのセキュリティについて
○ＬＰガスは中東依存度が高いものの、北米産のシェールガス由来のＬＰガスの輸入開始により、地

政学リスクが減少傾向。

○今後とも米国からのＬＰガス調達の安定化及び拡充に努める等、更なる調達の多角化を推進。
豪、カナダ等におけるＬＰガスの輸出の可能性のある天然ガスの開発計画からの調達にも努める。

○また、国家備蓄及び民間備蓄を着実に推進することで緊急時に備えるとももに、ロジスティックス等
を含めたＬＰガスのサプライチェーン全体を俯瞰する中で想定されるリスクを洗いだし、資源の安定
的かつ低廉な調達に向けた取組を発展させていく。

想定されるリスク 対応の方向性

１．上流分野
輸入途絶リスク、途上国等の需要増による
需給逼迫

１．上流分野
中東産ガス国との良好な関係を維持しつつ、
新たな資源供給先を含めた供給源の多角化・
分散化の推進 ・・・ P.7
※資源国の今後のシェールガス開発・輸出動向にも着目

２．調達・物流リスク

（１）チョークポイントへの対応
（２）緊急時における資源調達への対応

２．調達・物流リスク
（１）供給源の多角化の推進 ・・・ P.10
（２）国家備蓄及び民間備蓄による有事対応

及び 中東での調達港湾の変更 ・・・ P.14
（３）事業統合等による国際競争力の強化 ・・・ P.16

１※ＬＰガスの供給途絶時・災害時の国内サプライチェーン等については、第４回以降の石油・天然ガス小委員会で議論予定。



１－① ＬＰガスの供給の状況

○ 日本におけるＬＰガスの供給構造は、輸入依存度は約８割、輸入に占める中東依存度は約８割と高い状況。

２

供給の構成（平成２４年度）

輸入（７８．８％）

石油精製（１９．６％）

↓石油化学（１．６％）

供給合計 約１，６７４万トン

サウジアラビア（１４．６％）

196万トン ＵＡＥ（２４．２％）

320万トン

カタール（３０．２％）

399万トン

中東計約８３．３％

クウェート（１４．１％）

186万トン

オーストラリア （１０．８％）

143万トン

東チモール（０．２％） 2万トン→
↓その他（２．０％） 27万トン

輸入合計 約１，３２４万トン

アメリカ（３．７％） 49万トン ↓

輸入の構成（平成２４年度）



ＬＰガスは、全国総世帯の過半数（約２，５００万世帯）の家庭用燃料、全国約２１万台のタクシー燃料として

利用されるなど、様々な分野で使用されている。近年は家庭業務用で需要が減少し、今後も減少傾向だが、

シェール由来のＬＰガスの輸入により平成２９年度以降は需要回復の見通し。

ＬＰガスの国内需要の推移我が国の部門別ＬＰガス総需要（平成２４年度）

家庭業務用

（48.8％）

工業用

（17.2％）

化学原料用

（12.2％）

都市ガス用 （6.7％）↓

電力用→

（9.1％）

自動車用（6％）↓

（出典）日本ＬＰガス協会資料

総需要合計 約１，６５７万トン ２２年度 ２３年度 ２４年度

国内需要
1,681
（2.0）

1,694
（0.8）

1,657
(▲2.2)

家庭
業務用

862
（▲2.7）

827
（▲4.1）

827
(0.0)

（注）（ ）内は対前年度比。「国内需要」は総需要から輸出分を除いた値。

（単位：万トン、％）

１－② ＬＰガスの国内需要の状況

３

ＬＰガスの需要見通し

実績
見込み

見通し 年率 全体の
伸び率

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 H25/H30 H25/H30

国内需要 1,539 1,574
(2.2)

1,574
(0.0)

1,567
(▲0.5)

1,570
(0.2)

1,582
(0.7) (0.6) (2.8)

家庭
業務用

659 652
(▲1.0)

648
(▲0.7)

638
(▲1.5)

632
(▲1.0)

620
(▲1.9) (▲1.2) (▲5.9)

（単位：万トン、％）

（出典）日本ＬＰガス協会資料

（出典）石油製品需要想定検討会液化石油ガスワーキンググループ



○平成２１年度からは、それまで第１位の輸入国であったサウジアラビアに代わってカタールが第１位。

１９年度以降は東ティモールからも輸入。また、本年２月にはアフリカ（アンゴラ）からスポットで輸入。

○平成２４年度輸入量は、プロパンは７５．９％、ブタンは２４．１％の割合。

（出典）日本ＬＰガス協会資料
４

１－③ 国別輸⼊量の推移



合計：８，０９１万トン
（2012年）

出典：World LP Gas  Association "Statistical Review of Global LP GAS 2013"

合計：８，０９７万トン

（2012年）

（参考）世界のＬＰガス輸出及び輸⼊
○サウジアラビアは最大の輸出国であったが、国内の石油化学工業用需要が増加 したため、２０１２年から、

輸出量が減少。

○日本は、世界輸入量の約１５％を輸入している最大の輸入国。

５



（参考）世界のＬＰガス輸出国の変化

○ＬＰガスの輸出については、資源国における生産量の増減や、国内需要の増加等によりＬＰガスの
輸出量は変動。２０１０年以降、米国（シェールガス由来を含む）、カタールの輸出量が増加。

単位：万トン

出所：World LP Gas  Association “Statistical Review of Global LP GAS” 2001年版～2013年版より作成
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１－④ 資源国における⽯油・天然ガス⽣産量を踏まえたＬＰガスの供給源の多⾓化

○ＬＰガスは、石油・天然ガスから分留されることから、それぞれの資源国における石油・天然ガスの
生産量の増減及び資源国の経済成長に伴う国内需要の増加等に留意する必要がある。このため
資源国における今後の資源生産量の変化等も考慮しながら、ＬＰガスの供給源の多角化を進める
必要あり。

出所：IEA WEO及び日本エネルギー経済研究所アウトルック等より作成

（単位：百万バレル／日）
（単位：10億立方メートル／年）
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（１）中東諸国との関係強化→特にＵＡＥ

（２）調達先分散の取組→ロシア、アフリカ、カナダ、ベネズエラ、北極圏

○ロシアは、中東以外で最大の原油供給国であ
る。

○サハリン1・2の生産に加え、東シベリア・太平洋

パイプライン（ＥＳＰＯ）の建設により、ロシアか
らの原油輸入が急拡大（日本の輸入に占める
割合：2005年0.7％→2011年4.2％）。2012年

末、ＥＳＰＯの輸送能力が拡大されたため、今
後も輸入は拡大する見込み。

○輸入が増える中、極東・東シベリアにおける石
油開発への日本企業の参画が課題。

①ロシア ③カナダ（非在来型資源）
○原油生産は、今後、アルバータ州におけるオイ
ルサンド等の開発の進展により、大幅増産の見込
み。
※2012年：生産量320万B/D →2030年：生産量670万B/Dの

見込み（うち、オイルサンド130万B/D→320万B/D）（生産量
はほぼ倍増）

○米国への輸出が中心ではあるが、中長期的に
は、カナダからアジア市場に向けた原油輸出の可
能性がある。

※アルバータ州からブリティッシュコロンビア州へのパイプラインの敷
設などの環境整備が課題

④ベネズエラ（重質油）
○ベネズエラは、オリノコ地域に重質油が豊富に

賦存し、世界最大の原油埋蔵量を誇る。

○外資による上流参画の余地も大きいことから、
日本企業による大型油田開発への参画が期待
できる重要な資源国。

○ＵＡＥは、各国で資源ナショナリズムが高まる中、石
油権益の外資開放政策を継続。親日的な大産油
国 であり、我が国企業が長年にわたり油田の操
業に参画。

○海上鉱区には、我が国自主開発原油の4割（日本
の全輸入量の1割弱）が集中。これらの権益の約6
割以上は2018年に期限が到来。その更新は、我
が国エネルギー安定供給上極めて重要。

○我が国の石油権益を維持・拡大するため、エネル
ギーに加え、 アブダビ側の関心が高いエネル
ギー、投資、教育、医療などの分野で協力を実
施。

① ③

④

②

②アフリカ

○東アフリカの資源国（ケニア、タンザニア等）に
おける新たな油田の探鉱・開発が進む中で、政
府間の関係を強化しつつ、地質調査や権益獲
得に向けた取組が必要。

○米国のシェール革命により玉突きされたアル
ジェリアやナイジェリア等の軽質油市場が軟化
すれば、調達量が増加する可能性。

⑤北極圏（長期）
○我が国はメジャー等と共同でグリーンランド沖の

地質調査を実施。日本は優先入札権を行使し
て探鉱鉱区の権益を獲得。

⑤

１－⑤ 供給源の多⾓化（⽯油）

８



１－⑥ 供給源の多⾓化(LNG）

10

日本企業が関与するＬＮＧプロジェクト

（米国）
・DOEがフリーポート、コーブポイント、

フリーポート（拡張）、キャメロンを輸
出承認。

・日本企業は年間計1,700万トンの引
取に目途。

（ロシア）
・ウラジオストクLNGプロジェクトは、2018年ころ
から1,500万トン/年を生産開始予定。

・極東LNGプロジェクトは2018年頃から500万ト
ン/年を生産開始予定。

（モザンビーク）
・ロブマ海上ガス田Area1プロジェクトは、2018年
以降に生産開始を予定。年間生産量約1,000万
トンのうち、相当量を日本向けに輸出予定。

（豪州）

・イクシスＬＮＧプロジェクトは日本企業が主導
する初の大型ＬＮＧプロジェクト。

・2016年末以降に生産開始を予定。年間約
600万トンを日本向けに輸出予定。

○日本企業の上流開発への参画支援を行うことによって、カタール、豪州等の既存供給者と、米
国、カナダやロシア等の新規供給者との競争を促進する。その際、ガス価格リンクの導入など
を含め、取引の多様化を促していく。

（カナダ）
・日本企業で最大約860万トン/年を
引取に目処。

９



中東：片道約１８日

米国（パナマ運河経由）：
片道約２２日（２０１６年１月～）

米国（喜望峰回り）：片道約４５日

2016年1月 パナマ運河拡幅完成予定
大型LPGタンカー（VLGC）も通過可能に

ホルムズ海峡
マラッカ海峡

米国の輸出基地は
メキシコ湾岸に立地

オーストラリア：
片道約８日

カナダ：片道約８日

○中東依存度が高い中、価格面、リスク低減両方の観点から北米のシェールガスに随伴するＬＰガス
等調達先を多角化することが重要。

○２０１６年１月から、拡幅されたパナマ運河の運用が開始される見通しであり、米国からの輸送は
現状の約４５日から約２２日と短縮され、コストの削減も見込まれる。

１０

２－（１） ＬＰガス調達国の多⾓化によるリスクの低減策



○元売り各社は、シェールガスに随伴するＬＰガスの米国価格での調達を拡充する方向。
○米国からの調達は、２０１６年には２４８．８万トン（日本の年間輸入量の約１８．８％）を越える見込み。
※昨年８月に米国からのＬＰガスが波方国家備蓄基地に搬入された。

出所：各社からヒアリング

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

A社

B社

C社

D社

E社

F社

(単位:万トン)
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（参考）⽶国からのＬＰガス調達⾒通し

50 50



（参考）⽶国のＬＰガス輸出能⼒の増強

①エンタープライズ (Enterprise Products Partners L.P.)
2013年時点 約943.3万トン/年 → （2015年4Q）約1,532.9万トン/年

②タルガ (Targa Resources Partners L.P.)
2013年時点 約294.8万トン/年 → （2014年3Q）約589.6万トン/年

③スノコ・エナジートランスファー・ローンスター・レガシー・エナジー４社合弁
(Sunoco/Energy Transfer/LoneStar/Regacy Energy L.P.)

2015年1Qに約580.0万トン/年の出荷に向けて建設計画を発表

④フィリップスシックスティシックス (Phillips 66 L.P.)
2016年半ばの約426.4万トン/年の出荷に向けて建設計画を発表

※米国からのLPガス輸出基地はテキサス州ヒューストン近郊に所在。

○米国のLPガス輸出能力は エンタープライズ社のシェアが大きく、次いでタルガ社となっており、更
に他社も計画を発表するなど、米国側の輸出設備も増強される予定。

テキサス州
ヒューストン近郊

１２



681(1月)
757(2月)
568(3月)
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USドル/㌧ 中東/米国 ＬＰガス 生産地価格比較

米国（モントベルビュー）

中東（サウジＣＰ）

○サウジＣＰ（契約価格）は価格変動が大きく、特に冬の需要期間中は価格上昇傾向。一方、シェールガス随伴のＬＰガスによ
り、米国市場価格（モントベルビュー価格）は比較的低水準の傾向。

○直近のＣＰは、２月９７０ドル、３月８５５ドルと高水準。米国価格は需要期に入ったことと寒波襲来により上昇したが、３月に
は５００ドル台に低下。

○今後はパナマ運河の拡幅により中東との競争環境が改善される見通しであり、割安な米国価格での調達をレバレッジに、
中東価格の引下げを働きかけていくことが重要。

1,010(1月)
970(2月)
855(3月)

１３

(参考）⽇・⽶のＬＰガス調達価格推移（現地積み出しベース）



福島（長崎県）
施設容量 ２０万㌧
備蓄方式 地上低温タンク方式

七尾（石川県）
施設容量 ２５万㌧
備蓄方式 地上低温タンク方式

神栖（茨城県）
施設容量 ２０万㌧
備蓄方式 地上低温タンク方式

倉敷（岡山県）
施設容量 ４０万㌧
備蓄方式 水封式地下岩盤貯槽方式

波方（愛媛県）
施設容量 ４５万㌧
備蓄方式 水封式地下岩盤貯槽方式

地上

地上

地上

地下

地下

（参考）我が国の国家石油ガス備蓄基地

波方基地

（左：地上設備、右：地下岩盤貯槽）

七尾基地

○ＬＰガスについては、緊急時に備えて、国家備蓄と民間備蓄を実施。緊急時には需給の状況を踏まえて、適時の放出を実

施する予定。

【備蓄量】 （平成26年1月末現在：（合計約８７日分））

・国家備蓄： 約27日分（約84万トン）

・民間備蓄： 約61日分（約193万トン：備蓄義務50日分＋約11日分流通在庫 ）

○国家備蓄については全国5カ所の国家備蓄基地のうち、現在、地下２基地へのガスインを実行中。

・平成25年3月に２つの国備基地（倉敷・波方）完成（国家備蓄150万トン体制の基地建設完了）。

・平成25年8月末には波方基地に、米国からシェールガス由来のＬＰガスを積んだ第一船が入港。今後も着実に国家備蓄

ＬＰガスの購入・蔵置を進める予定。

１４

２－（２） 緊急時に備えた対応 ①ＬＰガス備蓄



○ホルムズ海峡のチョークポイント対応として、緊急時にも可能な限り中東からのＬＰガスを得ることが重
要。

○サウジアラビアについては、同海峡の封鎖があった場合でも、我が国元売企業とのターム契約分は紅
海側のヤンブーから出荷可能とのアラムコ社のコメントあり。

○現在、我が国元売企業とサウジアラビアのアラムコ社とのターム契約は合計で約１８６万トンとなってお
り、同契約分はリスクが低いと考えることが可能。

１５

2014年

a社 50.0

b社 35.0

c社 36.4

d社 17.6

e社 17.6

f社 17.6

g社 12.0

合計 186.2

(単位:万トン)

ターム契約とは、期間を定めて現物の長期購入契約を締結すること。
現在、我が国元売企業とアラムコ社とのターム契約は、単年契約（１月～１２月）となっている。

２－（２）緊急時に備えた対応 ②中東からのＬＰガス調達リスクの低減（調達港湾の変更）



・国際市場における我が国のＬＰガス元売企業の調達能力向上のため、事業統合や合併などによる経営基盤の強化等の国際
競争力強化が重要。これまでも、事業統合などの再編の動きが見られ、近時、更に商社を含む４社※（昭和シェル、住友商事、
コスモ石油ガス、東燃ゼネラル）による競争力強化に向けた事業統合の動きも公表されているところ。

１６

日本石油ガス
(2001年10月合併) (2002年6月社名変更)

新日本石油ガス 新日本石油
(2005年7月合併)

(2008年10月統合)
ＪＸ日鉱日石エネルギー
(2010年7月発足)

(2009年4月統合)

51%出資

ジャパンガスエナジー

(2011年3月 統合)

(1992年12月合併)

(1990年7月分社)
日商岩井石油ガス

(1990年4月合併)
三井石油

(1985年4月分社)

出光ガスアンドライフ
(2001年10月分社)

昭和シェル石油

(2004年1月分割)

(2002年7月社名変更)
日商ＬＰガス

丸紅ガスエネルギー

コスモ石油ガス

(1985年1月合併)

(1986年6月合併)

(2000年7月合併)

東燃ゼネラル石油

(2003年3月事実上撤退)

丸紅エネルギー

アストモスエネルギー

(2008年4月輸入業務提携)

(2008年4月合併)

(ＥＭＧマーケティング)
エクソンモービルグループ

(2012年6月下流部門統合)エクソンモービル
(2002年6月合併)

(2006年4月輸入部門を統合)

(2006年4月統合)

ＬＰガス元売業界再編の流れ

三井液化ガス

ジャパンガスエナジー

日商岩井

伊藤忠商事

伊藤忠エネクス

共同石油

日本鉱業

九州石油

興亜石油ガス

日本石油ガス

三井液化ガス
三井物産石油販売

三井物産

丸紅

岩谷産業

兼松

出光興産

三菱液化ガス
三菱商事ＬＰＧユニット

全農

昭和石油

シェル石油

住友商事

大脇石油

丸善石油

エッソ石油

モービル石油

東燃

ゼネラル石油

東京ガス

太陽石油

キグナス液化ガス

エスケイ産業

ENEOSグローブ

三井丸紅液化ガス

東燃ゼネラル石油

(2006年4月合併)

帝国石油
（2006年4月合併）

国際石油開発帝石

※

※

※
※

(2008年4月輸入業務提携)

２－（３）事業統合等による国際競争⼒の強化（調達能⼒強化）

(2012年12月撤退)


